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１．これまでの説明事項の振り返り等
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政府税制調査会 「わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方－」

（令和５年６月）（抄）

２．個人所得課税の課題

（１）働き方など個人のライフコースの選択に中立的な税制の構築

（前略）

個人住民税においては、働き方の多様化や、マイナンバーやデジタル技術の活用

等が進んでいくことを念頭に置きながら、現年課税化に係る課題と対応のあり方につ

いて検討していくことも重要です。また、地方部における人口の減少、上述のようなラ

イフスタイルの多様化、関連する各種社会保障施策の広がり等といった、地域社会を

取り巻く経済社会情勢等の変化にも留意が必要です。
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個人住民税を現年所得課税とすることの意義については、以下のような点が挙げられる。

○ 所得発生時点と納税の時点を近づけることで、前年より所得が減少した者の負担感が

減少する(働き方の多様化なども念頭)。

※ ただし、退職所得、利子、一定の上場株式等の配当や源泉徴収口座内譲渡所得等については、個人住民

税においても現年課税が行われている。

○ 所得税と同時期に課税が行われる結果、税を負担する者にとって分かりやすいものと

なる。

○ 収入発生時に税を徴収するため、徴税が容易になり、税収の安定的な確保に資する。

現年課税化の意義
第１回及び第２回における
ご 議 論 を 踏 ま え 作 成

※ 政府税制調査会「長期税制のあり方についての答申」(昭和43年7月・抄)

住民税は、前年の所得を基礎として課税するいわゆる前年所得課税のたてまえをとっている。所得発生

の時点と税の徴収の時点との間の時間的間隔をできるだけ少なくすることにより、所得の発生に応じた税

負担を求めることとするためには現年所得課税とすることが望ましいと考えられるので、この方法を採用

する場合における源泉徴収義務者の徴収事務、給与所得以外の者に係る申告手続等の諸問題について、引

き続き検討することが適当である。
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所得課税においては、所得発生時点と税負担時点をできるだけ近付けることが望ま

しい一方、

○ 所得税と同様の仕組みを個人住民税にも採用する場合、所得の把握等について、

所得税・個人住民税での手続きに重複感が生じる。このため、個人住民税におい

て、所得税の課税資料を活用することにより、市町村における調査事務の簡素化・

効率化が図られる

○ 給与支払者（特別徴収義務者）においては、毎月確定した税額を徴収すればよく、

所得税のような年末調整が不要となる

ことから、個人住民税については、前年所得に対し課税する仕組みとしてきたものと考

えられる。

個人住民税を前年所得課税としている理由

第１回及び第２回における
ご 議 論 を 踏 ま え 作 成



還付・徴収

所得税・個人住民税の課税・徴収業務の概要（給与所得者の場合）

従業員の扶養親族等の確認

１
月
給
与

源
泉
徴
収
税
額
徴
収

【毎月の税額計算】

11
月
給
与

源
泉
徴
収
税
額
徴
収

反
映

・・・・・・・

従業員の年末調整に関する情報の確認

12
月
給
与

【年末調整】

・年間税額の計算

・11月までの徴収済税額
との過不足を計算

・・・・・・・
反
映

所得税
源泉徴収票

従業員の１／１住所地市区町村

給与支払報告書

６
月
給
与

・・・・・・・

翌
年
５
月
給
与

所得税で活用した前年の給与や他の所得に関する情報を名寄せして市区町村が税額計算

通知された税額を徴収

（生命保険料、住宅ローン等）
所
得
税
に
関
す
る
給
与
支
払
者(

企
業
等)

の
業
務

個人住民税に関する
給与支払者(企業等)の業務

企業等へ通知社会保障等の分野で活用

※ 給与等に関する源泉徴収義務者数 ： 約360万

※ 所得税納税義務のある給与所得者数 ： 約4,860万人

※ 給与以外の原稿料等の報酬・料金等についても、所得税

の源泉徴収義務あり（実施企業等の数 ： 約290万）

※ 資料中のデータは、R5市町村課税状況等の調(総務省)、 R4国税庁統計年報(国税庁)に基づく。6
※ 給与から住民税が特別徴収されている者 ： 約4,436万人



【参考】 マイナポータル連携(国税庁資料より)

○ 年末調整や所得税確定申告の手続において、マイナポータル経由で控除証明書等のデータを一括取得し、各種申
告書の該当項目へ自動入力する機能。
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【参考】 申告手続の利便性向上(国税庁資料より)

○ 国税庁では、確定申告に必要なデータを、マイナポータル等を通じて申告データに自動で取り込む仕組みの整備が
進められており、当該仕組みを活用することで、所得情報の把握や税額決定をリアルタイムで行える可能性。
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住民税
還付・徴収

住民税を現年課税化した場合の課税・徴収業務のイメージ（所得税方式）

従業員の扶養親族等の確認【所得税共通】

１
月
給
与

源
泉
住
民
税
額
徴
収

【毎月の住民税額の計算】

11
月
給
与

源
泉
住
民
税
額
徴
収

反
映

・・・・・・・

従業員の年末調整に関する情報の確認【所得税共通】

12
月
給
与

【住民税の年末調整】

・年間税額の計算

・11月までの徴収済税額
との過不足を計算

・・・・・・・

反
映

住民税
源泉徴収票

（生命保険料、住宅ローン等）従業員の1/1住所地の自治体への確認・修正

【現
年
課
税
化
し
た
住
民
税
に
関
す
る
企
業
の
業
務
】

※給与以外の原稿料等の報酬・料金等についても、企業等による源泉徴収が必要(所得税と同様)。

1/1住所地確認 住民税月額計算 住民税徴収 年末調整

所得税方式 企業 企業 企業 企業

現行 市区町村 市区町村 企業 －

市区町村

給与や他の所得を名寄せ、

社会保障等の分野で活用

9

第１回検討会資料をベースに作成



住民税の還付・徴収

従業員の扶養親族等の確認【所得税共通】

源
泉
住
民
税
額
徴
収

【毎月の住民税額の計算】

源
泉
住
民
税
額
徴
収

反
映

・・・・・・・

12
月
給
与

年末調整は

所得税のみ
・・・・・・・

従業員の1/1住所地の自治体への確認・修正

【現
年
課
税
化
し
た
住
民
税
に
関
す
る
企
業
の
業
務
】

住民税
源泉徴収票

１
月
給
与

従業員の１／１住所地市区町村

【年末調整(精算)】

市区町村が給与・他の所得を名寄せして年間税額を計算

徴収済税額との過不足を計算

反映

還付用口座情報記載

1/1住所地確認 住民税月額計算 住民税徴収 年末調整(精算)

市町村精算方式 企業 企業 企業 市区町村

現行 市区町村 市区町村 企業 －

※追加徴収額が一定額以上の
場合は分割徴収を行うか。

給与や他の所得を名寄せ、

社会保障等の分野で活用
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※現行制度での還付は、基本的に過誤納に伴う例外的対応。「市町村精算方式」では大量の還付が発生する見込み。

住民税を現年課税化した場合の課税・徴収業務のイメージ（市町村精算方式）

第１回検討会資料をベースに作成



・ 納税団体の確定を市町村ではなく企業が行うこととなるため、年初時点の住所を正確に把握する作業
と責任が生じる。

・ 所得税に加え、各従業員の毎月の給与額に応じた住民税額を算定する事務が生じる。

・ 年末には、各従業員の人的控除申告を整理し、地方団体により異なる税率等（※２）で税額計算した
のち追徴・還付を行う年末調整の事務が生じる。＜所得税方式の場合＞

・ 報酬や原稿料等の支払時に、住民税についても源泉徴収することが必要となると考えられ、報酬等
を受ける者の年初時点の住所を正確に把握し、住所地市町村に納付する事務が新たに生じる。

※ 年の途中で雇用された者について、年初時点の住所を正確に把握できるか。特に雇用者の出入りが多い業種にとって、大きな負担
となるのではないか。

企業等

11

個人住民税を現年課税化する場合の主な論点①

※１ 企業が年末調整を行わない＜市町村精算方式の場合＞には、この課題は生じない。
※２ 均等割、非課税限度額、地方団体の独自減免など。

＜所得税方式の場合＞

※ システム化が進んでいない中小企業等への配慮が必要。

第１回検討会資料を加工



・ 現行制度下での還付は、基本的に過誤納に伴う例外的対応にとどまるが、企業が年末調整を行わ
ない＜市町村精算方式の場合＞は、年税額と源泉住民税額との差が生じるため、市町村において大
量の追徴・還付事務が発生（還付先口座の把握等を含む）。

・ 住民税年間税額の算定は、現行の前年所得課税と同じ業務フローとなることを想定すると、還付等
は翌年６月以降になると考えられる。所得税の年末調整による還付が年内12月であることと比べて、「
遅い」との批判を招く可能性。＜市町村精算方式の場合＞

市町村

・ 現年課税への切替時の税負担のあり方を整理する必要。

納税義務者

12

※１ 1年分の納税で良い仕組みとする場合には、所得の発生年度を調整することが可能な所得（例：有価証券、不動産）につい
て、駆け込み需要や反動減が生じ、経済活動に大きな影響を与えるのではないか等の課題が生じる。

※２ 所得税においては、賦課課税方式（前年所得課税）をとっていた所得についても、昭和２２年改正より、申告納税方式にす
るとともに、現年所得課税方式へ移行。その際、当年の所得と前年の所得を比較して、一定金額以上の金額で増加した者に
対し、その増加した増加所得を対象として一年限りで課税する仕組みが創設された。

個人住民税を現年課税化する場合の主な論点②
第１回検討会資料を加工



第 ２ 回 検 討 会
日本商工会議所資料
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第 ２ 回 検 討 会
日本商工会議所資料
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第 ２ 回 検 討 会
日本商工会議所資料



【参考】 個人住民税の現年課税化に係る日本商工会議所からの意見
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令和７年度税制改正に関する意見（令和６年９月）（抜粋）

Ⅲ．わが国のビジネス環境整備等に資する税制

２．中小企業の成長や経営基盤強化を阻害する税制措置への反対

（５）事業者の納税事務負担を増加させる個人住民税の現年課税化には反対

（前略）特別徴収制度の下で、現年課税化を導入しようとすれば、企業は、従業員の自社以外

の給与等の所得や寄附金額等を把握したうえで、従業員の１月１日現在の住所の把握、従業員

の住所がある地方自治体ごとに異なる税額計算等に係る事務を行う必要がある。企業の納税事

務負担の増加を招く個人住民税の現年課税化には反対である。（後略）



個人住民税の現年課税化に対する経団連の受け止め

○ いくつかの加盟企業に意見を聞いてみたところ、現行の仕組みで致命的な問題が生じていない中で、

あえて現年課税化する必要はないとの意見がほとんどであった。

○ なぜ現年課税化が必要なのか、納税者や企業の納得を得るよう、丁寧に説明する必要がある。

○ 現年課税方式とした場合、以下のとおり企業の実務負担の著しい増加が予想される。

（１） 企業が自ら税額の計算を行う必要がある（現行制度では自治体が計算し、企業に通知した税額を

徴収すればよい）。

（２） 納税団体（従業員の１／１住所地）の確定を企業が行う必要がある（現行制度では１／１住所地の

最終的な確認は自治体が行っている）。

○ 超過課税など自治体独自の課税が行われているケースがあり、それらを加味して源泉徴収すること

は困難。

○ どうしても現年課税を行うのであれば、住民税を所得税の付加税とすることも考えられないか。

17

第 ２ 回 検 討 会 に お け る
経団連のご説明をベースに作成



２．第１回及び第２回検討会における
構成員からの主な意見等
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第１回検討会における構成員からの主な意見等

項目 主な意見等

①意義

○ 現行制度(前年所得課税)は事務負担の面で考えると、非常に良くできた制度。一方、現年課税化により、所得の発

生と納税のタイミングを近づけることは良いが、事務負担の面でハードルが高いか。

○ 現年課税化の結果、企業と自治体の双方に(実務的にも)メリットが出るような方向で制度設計する必要があるか。

②課題

＜全般＞

○ 個人住民税で用いる所得情報は、福祉の給付、介護保険料、高額療養費など、他の分野でも使用される。そのため、

現年課税化した場合も、どこかの時点で所得を確定させ、市町村の事務に使用できる状態とする必要がある。また、

個人住民税のみを現年課税化する場合、国民保険料や介護保険料等については、現行どおり、前年所得課税のまま

保険料を賦課していくのかという点も考える必要があるか。

○ eLTAX上でまとめて申告納付できる仕組みはあるが、現年課税化に当たって、事務の簡素化の観点で「ワンストッ

プ」で完結するような仕組みとなれば良いが、難しいか。

○ 今後eLTAXがさらに進んだ場合、残る課題はどのようなものとなるか。

＜所得税方式・市町村精算方式に関して＞

○ 所得税方式や市町村精算方式を導入した場合、どの程度の事務負担になるかということを具体的に確認していく必

要がある。市町村の事務負担について、還付や追加納税等の負担増が想定されるが、その点についてもどの程度ボ

リュームがあるか（eLTAXを含め、システムによる対応可否についても確認していく必要）。

○ 所得税方式の場合、現状以上に企業に事務負担が生じることとなり、厳しいか。

○ 所得税方式の場合、自治体ごとに均等割の非課税限度額や標準税率が異なる中、精算において、企業側に大きな事

務負担が生じないか。

○ 市町村精算方式の場合、追徴に係る事務負担は重くなると考えられるため、基本的に精算時は「還付」する形とす

べきでないか。

○ 還付に当たって、マイナンバーを通じて公金受取口座の紐付け・把握を行うことが必要か。

○ 還付に際しては通知が必要。市町村精算方式の場合、自治体における還付事務は相当の負担となるのではないか。
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項目 主な意見等

③その他

○ 企業・市町村・納税者の事務負担が少なくなる方法を検討するにあたって、賦課課税又は申告納税のどちらと

するか、賦課期日をいつにするか、個人住民税の申告を義務化するような方策も考えられるかといった点につい

て、確認していく必要がある。

○ 現行制度下では、所得税と比較して扶養控除等の金額に差異があるが、地方税には、地域社会の費用を住民が

その能力に応じて広く負担を分かち合うという「地域社会の会費的性格」が含まれていることを踏まえる必要。

○ 現年課税化だけを考えれば、例えば「地方所得税」として所得税の付加税とすることで、年末調整は所得税分

の１回で済み、基本的な問題点は解消されると思われるが、地方自治の観点から許容されないか。

○ 例えば外国人の方が12月に帰国した場合、納税管理人を置く等の対応を行わないことで、個人住民税が徴収で

きない場合がある。こうした事例に対し、所得の発生時点で源泉徴収できれば、一定の解決は図られるか。

○ 個人住民税は市町村にとって基幹税であり、賦課～徴収が漏れなく行われる必要がある。外国人の短期労働者

等が増加しており、どの程度存在するかということは、今後の検討において論点となるのではないか。

第１回検討会における構成員からの主な意見等(続き)

【

【
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項目 主な意見等

①意義

○ 多様な人の動きがある中、現年課税化により公平性を担保できるのではないか。

○ 現年課税化の意義として、働き方の多様化を踏まえた公平性の観点や、外国人への課税の観点などが挙げられ

るか。

②課題

＜全般＞

○ 個人住民税の現年課税化については、地方税としての特質を残しつつ、所得税と合わせて簡素化していく方向

で考えるべきでないか。

○ 企業等の事務負担を軽減する観点から、給与支払報告書の総括表や特別徴収税額通知書の様式を統一すべきで

ないか。

○ 地方税法第294条に基づき、住民票のあるところ又は居所で課税するため、引き続き居所の把握が必要となる

ケースがある。そうした点も課題となるか。

＜企業側の事務負担に関して＞

（配布資料に基づく説明に加えて）

○ 企業においては、既に所得税の源泉徴収が相当のコストとなっており、そのうえ多様な地方税の事務負担が重

なることとなる。事業者側にもメリットが感じられるように進めていく必要。

○ 年初における住所の把握を企業が行うことについて、大きな懸念がある。

○ 現年課税化に当たって、移行年の１月～５月分の徴収の取扱いをどうするか。また、移行に当たっては全ての

自治体に足並みを揃えてもらう必要があるか。

○ 年末調整時に、自治体ごとに異なる税率等の情報をシステムに取り込んで計算するとなると厳しい。

○ 将来的には、(特別徴収を廃止し)マイナポータルに登録された公金受取口座を通じて自動引落しできるような

形になれば、非常に簡素化されるのではないか。

○ 企業側としては、なるべくバックオフィス業務を削減する方向。

第２回検討会における構成員からの主な意見等
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項目 主な意見等

③その他

○ 企業側としては、所得税との間で人的控除の額が異なっていると、税額計算を２本同時に走らせる必要がある。

そこが一本化されれば事務が簡素化されると思われるが、課税自主権等を踏まえる必要がある。

○ 住民税の現年課税化に当たっては、賦課期日(現行：１月１日)のあり方を含め、どのようなメリットがあるか

考えるべきでないか。

○ 外国人への課税について、源泉徴収できる方が良いとも考えられるが、賦課期日(１月１日)時点で出国した人

をどうするかという点は別問題として考える必要があり、現年課税化により源泉徴収としたところで、完全な解

決策とはならないか。出国者への課税のあり方については、様々な観点から考える必要がある。

第２回検討会における構成員からの主な意見等(続き)



 -1- 

令和６年度第３回個人住民税検討会 

令和６年１０月２９日 

 

１ 日 時：令和６年10月29日(火)14時00分～16時00分 

２ 場 所：総務省 低層棟101会議室 

３ 出席者：林座長、石田構成員、小畑構成員、加藤構成員、神山構成員、坂巻構成員、 

柴田構成員、末吉構成員、鈴木構成員、鴇田構成員、藤原構成員 

４ 議事次第  

（１）開会  

（２）個人住民税における現年課税化について 

（３）閉会 

５ 議事の経過  

○ 議題「個人住民税における現年課税化について」に関して、総務省からの説明の後、 

意見交換が行われた。 

 

（議事概要） 

○ 所得の発生時点と負担の時期をそろえる方が良いと思います。あるいは、前年をベース

にしているので、実際の生活の時期と課税ベースの発生時期がずれる可能性があります。

そう考えると、所得の発生時点と負担する時点はできるだけ近い方が、受益と負担の位置

をできるだけエリア的に、あるいはタイミング的にもそろえた方が良いだろうと思いま

す。そのためにいろいろクリアしていかないといけないという部分はあろうかと思いま

す。 

  そのため、例えば、自治体ごとにいろいろ税額が違ったり、超過課税があったりという

中で、企業にそれを計算させるのかという点は、ずっと出ている議論です。それの対にあ

るのが付加税で、所得税に対して何％という形です。それはそれで、地方税なのにという

ところが当然引っかかってくるところですが、どちらかしか答えがないのか、最後に精算

ということを考えると、概算ということもあり得るのかなと思います。所得税の方は、毎

月の給与額に応じてそれぞれ計算されているので大変だと思いますが、そのようなこと

も考えられるのかなと思ったりします。 

  小規模企業は、ＩＴ化と言われても難しい部分があるのですが、ただ、私がお伺いした
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いのは、中小企業は、割と税理士が所得税の年末調整まで担っているというところが非常

に多いんじゃないかなと思います。ですので、概算であっても新たに計算されたとおり引

くのではなくて、幾ら引くかということであれば、ある程度の規模の企業であれば、やは

り税理士に頼んでいる場合もあるので、あまりに少ないと逆に年末調整をやる数も少な

いということになると思います。ある程度の規模の企業で、なおかつ事業体の中だけで作

業を行っている企業は、そんなにあるのかということは思います。そのため、どういう計

算で徴収していただいたら良いのかというのは、中小企業は、むしろ税理士のみなさんに

理解してもらうことが重要かなと思ってはいます。   

○ 所得税と住民税の税額計算、納付の事務負担の現状ですが、企業は、既に負担している

特別徴収事務のみでも対応に苦慮していて、現状以上の負担増は受け入れられないとい

うのが１つですが、まず、所得税と住民税の税額計算・納付の実情について御説明をしま

す。 

  所得税ですが、日々の勤怠管理、何時から何時に出勤等の勤怠管理からスタートして、

その上で給与を計算していくという流れになります。住民税は、今は自治体から送付され

る月次徴収額の登録からスタートするということで、現状は違っています。 

  所得税の計算は全国一律であることから、パッケージ化されたシステムが数多く提供

されています。このシステムを使っているところは、まずは、勤怠管理を行って、あとは

給与管理のシステムを導入すれば、月次の計算とか徴収は、ほぼ、所得税の場合は自動化

できるということになります。ただ一方で、従業員数の少ないところは、依然として表計

算ソフトや手計算で給与や税額を算出しています。こうしたケースでは、所得税の計算は

非常に煩雑で事務負担も大きいです。ただ、数が少ないではないかということもあるかも

しれません。 

  問題は住民税で、年に１回、月次徴収額というのが送られてくるのですが、それをシス

テムに登録しないといけません。多分これは大企業も一緒だと思いますが、システムに一

人一人、要は従業員ごとなので、６月から来年の５月まで、１人につき１２回、従業員数

分やらないといけません。これは今のままのアナログで来て、自分のシステムに手入力で

登録しないといけないので、従業員の数が多ければ多いほど比例して事務負担が増える

という状況です。郵送された決定通知書を確認しながらやるということで、繰り返します

が、従業員数に比例して作業量が増加をするという状況です。これは、給与管理システム

の導入の導入有無に関わらず、大きな事務負担となるということになります。 
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  さらに住民税は、従業員の居住地に応じて税の納付先が複数となります。実際にヒアリ

ングした従業員１,０００名程度の中小企業では、３００の自治体に納付しているという

こととなります。 

  今回、毎月の税額計算、徴収ということですけど、源泉徴収の事務負担と比較する場合、

年末調整の事務負担も含めて、事務フロー全体でどうするかということが重要となりま

す。住民税の事務フローにおいては、企業側もシステム化するというのもあるのですが、

各自治体の書式の統一とか、本当は税率も一緒にしてもらうといいのかもしれません。 

  今、申し上げた様式の統一化でございますが、各自治体から受け取るものの色や大きさ

もばらばらですし、返送用封筒、宛名ラベルの有無、返送時の書類の切取りが必要なもの

等、とにかく各自治体によって返送に伴う内容が異なっていて、納付先の多い企業にとっ

ては、事務作業の煩雑化を招いています。 

  また、特別徴収税額通知について、今年から電子媒体で受け取ることができるように見

直されています。ｅＬＴＡＸを活用して、給与支払報告書の各自治体への提出から、税額

通知の受け取りまで一貫して簡便に行うことができれば、自治体・企業双方の事務負担軽

減に資するものになるのではないかと思っております。 

  ただ、一方でヒアリングを通じて企業から、セキュリティーの観点から、パスワード付

きのＺＩＰファイルの授受を禁止しているため活用できないとか、通知書ファイルがウ

インドウズ標準のエクスプローラでは解凍できないため、有償ソフトを購入しなければ

ならないなどの指摘を受けております。 

  また、ｅＬＴＡＸを活用し、税額通知の電子受取を実施した企業からは、電子選択した

にもかかわらず、紙通知を送付してきた自治体があったとか、自治体から送付された電子

ファイル名が、本来のルールどおりになっていなかった等の細かい部分にはなりますが、

こういう細かいものが積み重なると煩雑化するので、まさに自治体ごとに異なる対応に

苦慮し、業務を効率化できなかったという声が寄せられています。 

  ついては、今回の電子化が自治体・企業双方の事務負担軽減に資するものとなり、来年

度以降の普及が進むよう、ぜひ、総務省、地方税共同機構、自治体、企業実務担当、シス

テムベンダーなど、ｅＬＴＡＸに携わる関係者が一堂に会して、ｅＬＴＡＸを利用した業

務の在り方や運用ルールに関して協議を行うことが必要ではないかと考えております。 

  なお、今回の電子化を活用された割合や、ｅＬＴＡＸの利便性向上について、現状でど

のような改善が検討されているのか、後で教えていただけると幸いです。  
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○ 恐らく今もそれなりに毎月の徴収額、現状の月次の徴収額の登録、入力、管理等が大変

だと伺ったので、そこを見直した場合の事務負担の増というのがどれくらいのものなの

かなというのを、引き続き具体的に把握していきたいなと思いました。 

  もう一点、様式の統一については、恐らく省令で我々が定めている税額が分かれば良い

と思うのですけど、様式にそれなりのことは、多分どの自治体もばらばらの様式の中に、

少なくとも省令で決まっているものは書いてあるのと思っていまして、その場合にどの

辺が実際の作業の中で大変になるのかなというのが、ちょっとイメージがつかめないと

ころがまだあって、こっちの様式とこっちの様式でばらばらのときに、知りたい情報が仮

に書いてあったとすれば、それがどれくらい大変なものなのかなというのが、ちょっとつ

かめないところがあったので、そういう観点で御質問をさせていただいたというところ

なので、また引き続きその辺、今のお話は実務面のお話で押さえていきたいところなので、

また引き続きやり取り等、把握をしていきたいと思っているところです。   

○ 実務面の様式関係ですけれども、様式をどういう順番で並べてあるのかが違うだけで、

機械読み取りで情報の流し込みができなくなり、結局それを人力で読み取って、これはこ

こというのを１個１個プロットして手入力しなきゃいけなくなるということは非常に困

るというのと、特別徴収税額通知とかだと様式もさることながら、紙の大きさもばらばら

だということで、これも非常に読み取りには難があるということで、大きさとかもそろえ

ていただきたいというお話はありました。 

  あと、給与支払報告書については、基本的には給与計算等が自動的に流れていくので、

かなり楽にはなっているのですけれども、給与支払報告書そのものにおいても、例えば、

給与支払報告書の個人別明細書の摘要欄に書く内容や、普通徴収切替理由書兼仕切書の

中に書く内容で、例えば、普通徴収とする理由別の符号がばらばらだとか、あるいは、理

由別の人員の記載がそろっていないということで、システムに落とし込むことができな

いので、人力対応が必要になっているという話があります。 

  また、給与支払報告書のみならず、そのほかのいろいろな届出書でも、例えば、社名の

変更とか、企業の住所地の変更とかで提出する特別徴収義務者の所在地名称変更届出書

は、提出先の自治体につき１枚ずつ出しているわけですけれども、その届出書１本で終わ

る自治体と、当該届出書以外に給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書もつ

けてくださいという自治体があって、取扱いがばらばらだというお話もあります。 

  それから、特別徴収税額通知とか特別徴収税額変更通知書もいろいろ差があります。例



 -5- 

えば、特別徴収税額通知の変更月欄の記載で６月と書いてあるところと、空欄になってい

るところがあります。また、通知の摘要欄で内容的には同じだが、自治体ごとに表記がば

らばらになっているということです。ある自治体では「退職により」と書いてあったり、

ある自治体では「退職により普通徴収へ切替」と書いてあったり、あるいは「給与からの

天引き予定分を個人払いに切替」という表示になっていたり、あるいは「退職により９月

分から普通徴収に切替」と書いてあったり、あるいは空欄という自治体もあるということ

です。このように、取扱いが非常にまちまちであります。 

  それから、特別徴収税額通知に関しては、社員のマイナンバーの記載がある自治体とそ

うでない自治体があって、できれば企業としては、そういう情報をもらいたくないので書

かないでもらいたいという要望もあります。 

  それから、自治体から来る照会文書、１月１日の住所とか扶養者、こういった照会文書

の様式がばらばらなので、回答のための画一的な処理ができないというようなお話も聞

いています。様々ありますけれども、こういったところが実務上で指摘されているという

のを紹介させていただければと思います。   

○ これはｅＬＴＡＸなどで電子化がされると、少なくとも様式の違いというのは解消さ

れるわけですよね。   

○ 様式の統一自体は、総務省から既に提示されていて、こういうふうに統一した様式を使

っていきましょうということ自体は数年前に言われてはいます。 

  もう一つ契機になるのは、今少しお話があったシステムの標準化が、令和７年度中に標

準化するように国の方から求められていますので、そこで統一化をしっかりしていくと

いうことなのかなと思います。 

○ 今の金額が決まったものを打つだけでも大変というお話を伺うと、所得税と同じよう

に毎月８万円だったら幾ら、９万円だったら幾らという簡易の表を見て、探してというの

を住民税もやってくださいというのは、さすがに無理だと思います。 

  だから現年課税でいろいろ変わる中で、ここはちょっと計算が楽になったという部分

も出せる可能性もあるのではないのかなと思います。ただこの場合は、どうしても自治体

の方に最後のきっちりした調整はしてくださいという話になるので、結局どちらがとい

う話になってしまいますが。 

○ 現状の特別徴収と比較してどうかというのを企業側の事務負担に対して、もちろん年

末調整は別途という話にしたとしても、毎月の税額計算について、今の特徴と比べてどう
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かというのを見ていくというのは、一つあるのかなと思います。   

○ 特別徴収税額通知書についてまず、月次の徴収額をアナログのものを打ち込む手間が

あるということに関しては、特別徴収税額通知書は２つありまして、「特別徴収税額通知

書（特別徴収義務者用）」というのと、「（納税義務者用）」というのがあって、前者の特別

徴収義務者用というのを電子で受け取っておられるところについては、電子的に対応す

るということも、可能になると理解しております。 

  とはいえ、中小企業の中には、電子化に対応できないところがあるというところが問題

になるかと思いますので、紙のものも統一された方が良いのではないかということは、そ

のとおりだと思います。 

  一方で、今年度から始めました特別徴収税額通知書（納税義務者用）について、どれぐ

らい使われているのかということをお尋ねいただきましたけれども、今年度分は６月ま

でに３４７万件の特別徴収税額通知書について、３７４万人分を電子で交付をさせてい

ただいたという実績がございます。特別徴収に係る納税義務者数は、大体４,０００数百

万人というふうに承知しておりますので、１０％弱の方に、初年度ですけれども対応させ

ていただいたと。導入された企業のみなさんからは、かなり楽になり、紙を職員に配る手

間が省けたというお言葉もいただいております。 

  一方で、御指摘いただいたようにＺＩＰファイルの問題があるということも聞いてお

りまして、これは結局、個人の税情報なので、セキュリティーの関係でのシステム対応と、

あとは自治体の方での手間といったことを勘案して、こういう仕組みにしておりますの

で、これをすぐに見直すのはなかなか難しいのですけれども、初年度においても、かなり

御利用いただいたということと、あとは人事給与システムのパッケージソフトなんかも、

続々対応をしようとしていると聞いておりますので、利用がさらに増えるのではないか

ということで、来年度に向けて、よりたくさんの申込みがあった場合も、円滑に電子でで

きるようなシステムの拡充といったことに、今まさに取り組んでいるところでございま

す。   

○ 今、特別徴収税額通知をメインにお話をされていたかなと思うのですけども、仮に現年

課税化になったときに、果たして特別徴収税額通知というのは必要なのかどうなのかと

いう話が出てきます。 

○ 現年課税になれば不要になると考えます。 

○ そうしたときに自治体としての負担は、特別徴収税額通知を出す必要はなくなり、それ
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はいいことなのかなと思うのですけども、一方で賦課計算を今は全てやって、税額を決定

した上で通知を出していますけども、その賦課計算自体は、やはりやめられないのかなと

感じています。 

  今度は特別徴収税額通知という企業宛の通知書ではなくて、個人宛の納税通知書とい

うものが必要になっていくのかなと思います。賦課課税がある以上は、還付が発生したと

きに、どうなって税額が変わったということは知らせなくてはいけないという、納税通知

書の義務は、やはり続いていくのかなという気はします。 

  それから、今度は納税義務者の方の負担に関してふるさと納税を１つ例に取ってみま

すと、５か所までの寄附については、申告不要ということになっていますけども、今度は

還付をして、給与支払報告書、源泉徴収票の中に振込口座を書くということが、前提とし

て完全に網羅されていれば必要はないと思うのですけども、納税義務者の方からは、今度

は還付に対する手続が必要になっていきます。そうすると、ワンストップ特例の意義とい

うのはどうなるのかなと感じます。今、ワンストップ特例で５か所以内であれば、寄附者

は何もする必要がなく年末調整も終わっている、住民税は賦課課税です。そうすると、今

の納税義務者の方は何もする必要がないものが、今度は還付の手続が必要になってくる

ということになるので、今度は納税義務者の方が、じゃあワンストップ特例をしなくても

良いじゃないかとなり、ワンストップ特例の意義というのがどうなっていくのかなとい

うのが、ちょっとした疑問になると感じます。 

  なので、特別徴収がどうなっていくかによっても、変わっていくのかなという気がしま

す。 

○ ふるさと納税については、ある種、寄附者が得をする仕組みになっているので、それぐ

らいの手間をかけてもらってもいいのではないかと思います。何もしなくてもお得で何

かもらえますよというのが、ちょっとやり過ぎじゃないかと思います。 

○ そうすると、自治体の負担はかなり減ると思います。今おっしゃったような方法を取れ

れば、例を申し上げますと、医療費控除も含めて６万６,５００件の対象があります。今

の状況だと全部に通知を出して還付可能という通知や、税額決定通知書も納税通知書も

出さなきゃいけません。でも今おっしゃったようなことが可能であれば、その手間がほと

んど省けます。私も、あくまでも寄附なので、その人たちに楽はさせなくてもいいのでは

ないか、必要があれば自分で申告をすればいいのではないかという気はします。 

○ 課題ですとかメリットについては、前回の検討会でかなりご指摘のあったところなの



 -8- 

ですが、市町村精算方式を仮に取ったとして、どんな事務負担になるのかなというのをお

話しできればなと思います。 

  人口が３７０万人おるものですから、税事務も、そもそも多いところですけれども、６

月の給与から引いてくださいという特別徴収税額通知を、約１６万件送っています。その

ほかに、普通徴収です。個人の方にお支払いくださいという納税通知書を直接個人の方に

お送りしている人数が、大体７０万人ぐらいいます。ですので、１６万件の通知を送らせ

ていただいて、そのほかに７０万人分の通知をそれぞれ送っていると、そんなような件数

規模と思っています。 

  市町村精算方式にすると、こういった税額通知を送る必要がなくなりますので、そうい

った意味では、５月にお送りする１６万件というのはシンプルになくなるのだろうと思

います。 

  それから、定期課税ということで５月に送るのですけど、６月以降も変更があれば企業

にかなり負担になっていると思うんですけど、その都度、その都度、税額の変更通知書を

送らせていただいていて、これが年間で１５万件。なので、一発で１６万件送って、あと

残り１１か月を使って１５万件送っているという規模になります。 

  それから、企業の方から異動届として大体年間２１万件頂いています。繰り返しになり

ますけど、市町村精算方式になると、シンプルにこれらの業務はなくなるということには

なります。 

  ただ、これ以上の源泉徴収事務は難しいと言われている中で、その源泉徴収事務を前提

にお話をさせていただく大変心苦しい形になるのですけれども、我々の出番として、住民

税の還付・徴収がどれくらい発生するのかなというところですが、現在、課税資料として

提出されているものを人数で割ると、大体２７５万人分いただいているところです。その

うち、いわゆる均等割がある納税者については、約１９０万人いらっしゃるというところ

でございます。 

  先ほど、普通徴収の税額通知書を７０万人に送っていますということをお話ししたの

ですけども、１９０万人から７０万人を引いた１２０万人というのが出てくるのです。こ

れが今だったら特別徴収という形で企業から引いていただいていますが、この１２０万

という数字を企業宛に決定通知を送らなくなるので、個人宛に決定通知を送ることにな

ります。それは先ほど、おっしゃったとおり、６月の時点で何かしらの税額決定をしなき

ゃいけないということで、６月の時点に送る決定通知だったり、還付の通知だったりを、
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今までは１６万件を企業に送っていればよかったという形なのですけれども、所得税精

算方式になると、１２０万人に最大送っていくというような事務量が、１つ発生するのか

なと思っています。 

  さらに、これは単に決定通知を送る件数が１２０万ということなので、この中に還付す

る方も、追徴となる方も両方いらっしゃると思います。そうすると、この１２０万ですか

ら、還付ということで、それはそれで通知を送るというのが今の仕組みになるんですけど、

通知を送るということになります。通常は年間８万件ぐらい還付の通知を送っています。

これは、シンプルに税額が途中で変わるので、変わったので申し訳ないけど還付させてい

ただきますということで、ふだんの税の業務の中で、毎年８万件ぐらいが還付の対象者と

して出てきているのですけれども、これが市町村精算方式になると毎年ということにな

りますので、先ほどの１２０万というような規模で還付をしていく可能性が出てくるの

かなと思います。 

  件数は、単純に現行が１９０万人で、７０万人に送っているので、１２０万人増えると

いう形でお話をさせていただいているんですけれども、制度設計によっては、増えたり減

ったりすると思っています。 

  先ほど、課税資料の提出がある方が２７５万人いますと言わせていただいたのですけ

ど、自治体は基本的に非課税の方には、何の通知も送っていません。課税の方にのみ通知

を送っているのですけど、今回、源泉徴収、現年課税していくとなったときに非課税者の

方への対応によっては、非課税の方にも何かしらの通知を送るというふうになってくる

と、先ほどの２７５万がベースになってきてしまうので、さらに事務量が増えてしまうの

かなというようなことを考えております。 

  ただ、どうしても福祉サービスの関係で、６月に通知を送らないと福祉の年度切替えが

できないという課題が出てきてしまいますので、６月に送るということ自体は、福祉側に

かなり大きな影響を与えてしまうので、変えられないのかなと感じています。そうなって

くると、やはり今のアナログのやり方では、業者ももちろん今でさえ大変なのにというと

ころなのですけど、自治体側もアナログのやり方では、少なくとも１００万単位のものに

対応することはできないのかなということで、ｅＬＴＡＸやマイナポータルをどこまで

活用できるのかという議論が大事になってくるのかなと思いますし、還付するにしても

公金口座やどこに返せば良いかというようなことを確認するときにマイナポータルを活

用できるのかどうかというのが、１つ課題になってくるのかなというふうに感じていま
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す。 

  業務量のことで制度設計をゆがめてはいけないのかなとは思うのですけど、シンプル

に今の制度をそのまま当てはめようとすると、企業はもちろんかなりの負担があるので

すけど、自治体側も負担が出てくるということを踏まえながら、どんな制度が良いかとい

うことが検討できれば良いのではないかと思っております。 

○ 非課税の方ですけど、幾らを超えた部分にというふうにしていかざるを得ないと思い

ます。１万円でもバイト料があったら引いて、それをまた全部還付するのかというと、所

得税でも引いていないわけですから、概算の場合でも、何らかの収入が幾ら以上だったら

ということです。どうしても期分けのところって、今でもバイトで少し超えたりしたら調

整していますけど、そこは概算とはいえ、課税最低限みたいなものは要るのだろうなと思

います。 

○ 事務量が減るかどうかというところなのですけども、自治体の方ですけれども、当初賦

課については、１月から６月ぐらいまでが繁忙期になるのですが、取り分け忙しいのが４

月になります。というのは５月中に、特別徴収の通知を送らなければいけませんので、４

月末までにはデータを固めて、そこから出力して封入・封緘して送っているためです。 

  課税資料ですけれども、３月１５日に確定申告が終わって、そして国税連携で課税所得

税データが出てくるのですけれども、最終は４月にずれ込みます。ですので、４月の上旬

に一応課税資料が出そろって、４月末までに名寄せして課税してあらゆるチェックをし

て、扶養是正をして出力するという、この４月が物すごいピークになっていて、あわせて、

人事異動が重なりますので、そこでベテランの職員などが異動すると、課税誤りとかそう

いうのにつながりかねないというところで、もし特徴通知が必要ないということであれ

ば、その決定を普通徴収のタイミングが６月ですので５月末までにデータを固めればい

いということになれば、自治体としては事務負担がかなり軽減されるというふうには感

じているところです。 

  そしてもう一つは、大量の還付について少し懸念しているところが、源泉徴収されてい

た税金が賦課決定されることによって、地方税法でいう過誤納金というものに変わりま

す。過誤納金が発生したときには、まずしなければいけないのは、滞納の税金に充当する

という作業になります。 

  ちょうどそのときに、例えばそれが６月に賦課決定して、かなりの数の還付対象者、過

誤納金の対象者が出てきます。例えば、４月、５月に固定資産税の納税通知書を送ります。
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固定資産税の納期が５月末だとしたら案外、結構な方が納期を越えてやはり納められま

す。１０％ぐらいはずれ込むのではないかと思うのですけど、そういうものにまず突合し

ていかないといけないという作業はあるので、そこは大きな問題かなと認識していると

ころです。 

○ いろんなことを電子化して早くできるようにしないと、仮に還付で、所得税の年末調整

の還付が１２月で、住民税の還付は６月という話になってしまうので、できるだけそこも

今の手作業でされている部分が、どれだけ電子化で楽に間違いがなくできるのかという

ところにもかかってくると思います。  

○ 標準的な税理士、全国には８万人の税理士がいますけれども、月に１０件法人税の申告

書を書いていて１２０件あるとして、企業が給与計算しているのは、１２０分の５ぐらい

かと思います。５０はしていないと思います。何をしているかというと、１２０件分の年

末調整及び源泉徴収の指導をしていると思います。税務相談は、ほぼ全てにしていると思

います。 

  今回の話は、コストとどう対峙していくかということが問題だと感じていて、それは企

業側、源泉徴収義務者側のコストの問題は、物すごく大きくあるんですけれども、この中

で見せていただいた中で、一番きついコストがかかると思うのが、市町村精算方式におけ

る最終的な精算の事務です。これをなしにしようと思えば、これは企業精算方式、年末調

整方式と言いたいのですけれども、そういうふうな形にしないといけません。 

  ただ、そこで確定してしまうと賦課課税じゃなくなるので、そこは工夫が必要なのだろ

うと考えます。課税標準申告というようなやり方が必要になるのかもしれないが、その場

合においても、かなり企業側の事務負担が増えてくるので、住民税を所得税の付加税とす

ると、所得税の何％増しとか、税額表方式になるとは思うんですけど、個人住民税と所得

税というのは税額がかなり違いますので、何割増しというふうなやり方は、相当厳しいだ

ろうと思うので、個人住民税の税額表を別途作って、それを当てはめて加算しないといけ

ないと感じます。 

  何と言っても５,０００万人というのは恐ろしい数字で、この方々は現在、年末調整で

一旦１２月、または１月に片づけています。所得税の方はそれで一旦、片づけていますけ

れども、もう一回、３月１５日に再確定しているケースも多いので、４月ぐらいに最終確

定納付・還付、最終精算が行われているのではないかという気がしているので、４月か６

月の辺りの納税者側からすると、それぐらいの差であれば、もしかしたら企業精算方式に



 -12-

よらざるを得ないのかなと思いますが、それもなかなか非現実的なコストが横たわって

いると感じました。  

○ これから、副業がかなり増えてくると思いますので、そうすると何か所かで働いていた

人が所得税のように理解をされている方で、実際に申告をしていただければいいですけ

ども、実際に我々の方で業務をしている中で、所得の通知を国税の方に、各税務署の方に

行っています。それが、なかなかの件数なのです。 

  扶養調査に関しても扶養の否認が、税務署の方から依頼がありまして、その否認、この

方は扶養の範囲外ですよという通知をしなくてはいけません。これも結構な件数になっ

ています。税務署の方は世帯管理しておらず、自治体が全て持っていますから、それはや

らなくてはいけないと思いますが、やはり納税者の方が、みんなしっかりと申告をしても

らえればいいんですけども、そこはちょっと抜け穴になっていってしまいます。それをや

はり我々の方で、賦課計算を、先ほども言いましたけども、必ずどんな方法にしても賦課

計算をしなきゃいけないというのは、やはりそういうところなのかなというのは感じま

す。 

○ 今ちょうど副業のお話をしていただいたので、これはどうなるか分かりませんけど、今

はいろんなところで学び直しだとか、リスキリングだとか、あるいは転職が増えています。

そういうときに、４月には所属していたのが、途中で退職したみというようなケースがこ

れからもっと出ていくだろうということですね。 

 議論が、今までどおりのずっと勤めていらっしゃる方で、最後の退職のときだけがちょ

っとしんどいよという人が何か対象になっている気がしています。転職してどこの企業

に行ったか分からない人にも送っているけれども、もう企業も連絡が取れないというこ

とが起きたときに、それからどうしましょうかという話では、遅いと思っています。 

  ですが、さっきおっしゃった年末調整が減っているというのは、なぜなのですか。やは

り企業の側の税理士、税務コストの削減なのですか。 

○ 報酬料金についての源泉徴収ですけれども、これは所得税の源泉事務において、紛争が

多発している分野です。この人は源泉を取る、取らないという見極めが極めて難しい分野

で、こういう人は報酬料金を源泉で取るべきとなっているのですけれども、それは働き方

が多様化する前の例示であって、例えばウェブデザイナーとかもどっちに入るのか極め

て難しい部分だし、プロレスラーとプロボクサーは源泉徴収義務があるのですけど、総合

格闘家はどっちか分からないというようになかなか多難ですよということは申し上げた
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いと思います。ましてや、企業内外という話になると、物すごく難しいところが出てくる

だろうなと思います。  

○ そういう意味では、今でも年末調整だけで済まずに、２か所からというケースも増えて

いるのですね。場合によればそれが当たり前になった世界において企業で完結というの

は、なかなかむしろ難しいだろうと思っています。 

○ 企業側も現年課税そのものに対する反対というよりは、それによって事務負担がさら

に増えるのは反対ということかと思いますので、どのようにして追加負担を生じさせな

い仕組みにするかというのを議論していくしかないと思います。 

  そこを考えると、自治体の収入と支出に納税者が関心を持っていくということで、申告

納税方式が原則だと思います。それによって納税者意識を、個人住民税についても育てて

いくことが必要だと思います。 

  所得税の付加税のような形で、最初は所得税の何％という形で徴収した上で、自治体で

もなく、企業でもなく、納税者自身が還付手続をするという形にならないかなと思ってい

ます。 

  特別徴収の人数が普通徴収より多いということですが、やはり特別徴収の前提が崩れ

てきているように思います。終身雇用というわけではなくなってきていますし、１か所で

働くというような方よりも、副業している方が増えていると思いますし、日本にとどまっ

ているだけではなくなってきており、特別徴収の前提が崩れてきているので、やはり見直

しをして現年課税が望ましいということに、結局なるのではないかと思います。 

  その中で、事務負担を軽減するような形を考えていかなくてはなりません。今、様式の

標準化を進めてくださっているということなので、そこは解決されていくのだろうと考

えますと、ｅＬＴＡＸをもう少し使いやすいものにしていくのか、本当に申告納税方式に

していくのか、もう所得税方式でもなく、市町村精算方式でもなくという選択肢を議論し

ていってもいいのではないかと思いました。 

○ 今は特にサラリーマンのみなさんは、もう税務署と関わることはないですが、そうした

ことが続く前提で制度設計をしていくということの危うさを感じます。 

  そうは言っても、今は終身雇用的な人の方が多いので、どういう形でそこを説得してい

くかというところはあると思います。ただ、これから世の中に出ていく人、若い人には、

もっと最初から言っておけば、分かるのではないかなと思います。  

○ 現状、源泉徴収とか、特別徴収の人が多いでしょうけども、やはり納税義務者という人
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たちがいて、それでその人たちに、これだけ払うのですよ、そして確定申告があるという

ところも意識して、もう一度、事務負担と言いますか、何かその流れをうまいことできな

いのかなと思いました。あとはもし還付があるとして、所得税分は国税というか税務署で

還付があって、住民税の分は、また別に還付があってという、２段階で還付をいただける

のか、２段階で納税するのか分からないけども、そういうイメージになるのかなと思うと、

納税義務者の便宜でいうとのです、まとめて払うべきでないかという感じになると思い

ます。 

  もし一本化するとなると、自治体の方でとりまとめて、必要な部分を国税や県税の方に

という形になると思います。 

  ですからもしかして今、２段階で行く流れになっているのですけど、何か実際のところ

でいうと、さらに進めて一本化といいますか、１か所で納税者が払うみたいな形も合うの

ではないかと思いました。 

  確定申告を前提としないような議論かなと思うのですけども、もし今後、複数のところ

からいろいろ所得を得ているというようなのがあるとすると、もう少し確定申告を前提

にするような方向も、もしかしたらあるのかなと思います。 

○ 現年課税になっても、やっぱり賦課徴収というイメージなのでしょうか。 

○ 方法論になってくると思うのですけども、自治体としては、今現状の課税方式を考える

と、どうしても賦課になってしまうと思います。それはやはり、我々が税額を決めている

というところからだと思います。 

  先ほども還付が発生するときにも、我々の感覚でいうと申告がなくても、我々が賦課計

算をして、それと源泉徴収税額を突合したときにどうかという作業を行うので、所得税方

式にしても、市町村課税方式にしても、賦課課税方式にしても、どちらにしても賦課計算

は絶対に必要になってくるのかなという感覚です。 

○ 申告と賦課徴収の一番大きな違いは税額の確定ですか。 

○ そうですね。所得税に関しては、納税者の方が申告をしてそれは企業がされていること

なので、個人の方の所得税の申告をしてきているのは、我々の感覚で見ると、あなたたち

が自分で税額計算したのですよねということになります。  

○ 申告はそうですけど、いわゆる年末調整の場合の税額確定は企業でしているわけです

よね。それは、企業が税務署の代わりというか、企業が税務署の機能を果たす、課税庁側

の機能を果たして、そこで確定してという話をするんですけどそれは、賦課とは言わない
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のですよね。 

○ そうですね。所得税方式の場合ですと、必ずしも賦課というのが出てこないというパタ

ーンも想定されるとは思いますけれども、やはり所得の確定、税額の確定というのを、ど

のように捉えるかということかなと思います。  

○ 申告納税と賦課課税で、一番大きな違いだと思っていることは、やはり加算税を課され

るかどうかではないかと思っています。いろんな仕事を持つ方が増えて、申告情報をちゃ

んと適切に出さずに免れている方が、住民税については、ペナルティーを科されないとい

うのが、不公平感があるように思います。特にあらかじめデータが把握されていて、こち

らを押せば申告が完了するというシステムだと、ほかに収入もあるけど把握されていな

いようだから、これは隠しておこうというときに、地方税はペナルティーを科せないとい

うのであれば、不公平感があるなと思いまして、申告納税方式を、個人的にも強く推して

います。 

○ もちろん税額の修正というか、後でそれはあるのでしょうけども、今言われたようにペ

ナルティーはないのですかね。 

○ 確定した所得を基に計算しているので、そういったものは、理論上は起こり得ないです。 

○ 意味合いとしては、もし隠していたものがあってばれても、所得税へは所得を計算し直

して加算税が課されるけれども、住民税では加算税なしに、でも所得が増えますので、そ

の分は住民税が増えるので、加算税はなし。そういう意味合いで良いのですか。 

○ 例えば、源泉徴収、年末調整をされたものと、あと別に働いていたもので、自治体の方

にも１００％給与支払報告書が届いているとは思っていなくて、やはり給与支払報告書

が出ていない企業も中にはあるのかなと思っています。それが後で分かった場合には、虚

偽の申告になりますので、それに対する罰則は地方税法の方でもあるというふうに思っ

ています。もちろん年末調整だけであれば、それに対して罰則というものはないかなと思

います。 

○ 税務署の代わりに企業が税額を決定して調整するという形で、企業の代わりに自治体

になるだけじゃないのかなと思います。 

○ 賦課というのは、我々が税額を決めて払いなさいということが賦課なのかなと思って

いて、我々にしてみれば、例えば、給与支払報告書があります。年金をもらっている方で

あれば、公的年金等支払報告書があります。さらに、確定申告をしていれば確定申告を見

て、それぞれの資料をチェックして、最終的に資料合算をして、我々がその方の税額を決
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めているということです。 

○ 企業で確定して調整をしているわけですよね。それは、言わば申告に近いけれども、今

おっしゃった前取りをしておいて最後に自治体で確定してというのが、企業と自治体の

立場で考えると、そこでなぜ急に賦課に変わるのかが理解ができません。企業の代わりに

自治体が、もちろん前取りは企業にお願いすることになります。そういえば、税務署の代

わりにと同じように、自治体の代わりにですよね。ということで、企業が確定するのか、

自治体が確定するのか、なのかなというのがちょっと気になります。 

○ 今でいうと、特別徴収に当たる部分について、いずれかの方式が取られるのであれば、

確かに賦課というのは、そもそも少しニュアンスが違うのかなという印象はあります。 

 あくまで税額が決まりました、こうなりましたということを、どういうふうに税的に捉

えるのかというのは、もう少し議論が必要かなと思うのですけど、どっちかというと、実

務面で税額が決まっていないと、自治体のいろいろなサービスが進んでいかないという

のがあるのかなとは思います。 

○ 固定資産税はいわゆる家屋、建物が賦課で、償却資産は申告ですよね。そういう意味で

は、別に地方税も申告的なものは、形の上ではあり得ます。 

○ 申告はしてもらうけれども、あくまで賦課決定して告知するということになっている

ためです。 

○ 税理士的な意見かもしれませんが、申告納税方式と賦課課税方式の一番大きな違いと

いうのは、申告納税方式というのは、第一次的な税額の確定権が納税者側に付与されてい

るというところが極めて大きくて、その意義を尊重するならば、その確定申告の内容を覆

す課税処分をするときの立証責任は、課税庁側にあります。賦課課税方式は真逆です。そ

のため、賦課課税方式の租税の場合は、我々は非常に試されます。立証責任を負うためで

す。そのため、その違いは結構無視できないのではないかと考えます。 

○ ただ、申告されないケースで、年末調整だけで終わっているケース、ほとんど給与所得

者のケースですけど、自分で計算しませんよね。企業は納税者の、給与所得者の代わりに

計算をしているのか、税務署的にしているのかというのが、私は、徴収義務者なので税務

署の代わりだろうというふうに思っていました。 

○ 源泉所得税の納税義務者として申告納付しているということじゃないですかね。その

源泉所得税が、本人が確定申告しなくていいほど精緻に計算されているという感じです。

なので、個人が所得税の確定申告をしなくていいという効果と併せて、税務署のような機
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能を果たしているということかなと理解しています。 

○ 全く同じです。扶養控除等（異動）申告書という申告書を、企業の方に提出をしなきゃ

いけないが、そこには、○○税務署長殿と書いてあるわけで、あれはまさに申告書だとい

う認識です。 

  それ以後の事務を源泉徴収義務者が引き継いで、そこで計算をするというふうなこと

になっているのですけれども、給与所得に関する源泉徴収制度、年末調整制度については、

申告納税制度と賦課課税方式の中でも、極めて説明するのが難しい分野のため、一般的な

申告納税制度における現年課税、前年課税の議論の方が、整理がしやすいような気がしま

す。 

○ ボリュームゾーンがどうしても給与所得になりますし、それから個人事業の方も、今は

いわゆる専従者給与も含めて、かなりサラリーマン化というか、給与所得者化していると

思うので、もちろん事業主はそうですけど、個人事業であっても、そこで働いている家族

というのは、みんな、ほぼ給与所得者になっていることでしょう。そういう意味では、や

はり給与所得を念頭に、いろいろ制度を考えていかざるを得ません。 

○ 制度の幹については、給与で考えると非常に難しい局面が幾つか出てくるので、まずは

事業所得をベースに考えて、給与の事情を加えていくという方法の方が、スムーズなよう

な気がします。 

○ 事業所得を現年課税するのであれば、やはり予定納税になるのでしょうね。前もって、

一気に申告時に払うという形ではなくて。そういう意味では源泉徴収もある種の予定納

税なのかもしれないですね。 

  さっき冒頭でお話が出たいろんな様式の統一により、今の前年課税で物すごく楽にな

ったら、何も変えなくて良いという話になってしまうかもしれないですけど、この話を進

めていくと、全員分の１２か月分をそれぞれ打ち込んでというのをｅＬＴＡＸでそれが

ざっと従業者に反映されるところまでは非常に難しいですよね。 

○ ｅＬＴＡＸで送っているものは、ファイル形式でいえばシンプルな形式になっていて、

それを読み込んで会計ソフトに入れるということ自体は、それほど難しくないのかなと

いう印象はあります。 

○ でも、人とひもづいてないと駄目ですよね。 

○ 企業からいただいている事業者番号のようなものと名前と生年月日などの情報と、毎

月幾ら引いてくださいという情報を、ある意味シンプルな、ＣＳＶファイルにして各自治
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体から企業の方にお送りしています。それを読み込んで、向こうのシステムに充ててもら

えばとは思うのですが、大企業は多分それでやられているのかなと思うのですけど、中小

企業は難しいということなのかなと受け止めています。  

○ 給与支払報告書を電子でまず出していただいて、そのときに電子で欲しいですという

希望を表明していただかないと、我々の方からお送りできません。それが対応できている

ところは多分大丈夫なのですが、それを希望されていないところは紙で来ますので、紙を

見ながら打たないといけないということをおっしゃっていたんだと思います。 

○ 我々は短冊でもらいますけど、短冊でもらっているということは打ち込んでというこ

とですか。 

○ 今は納税義務者用と特別徴収義務者用の両方を選べて、両方電子というのもあれば、片

方は紙で片方は電子という選び方もできますので、それに応じて送付させていただいて

います。 

○ むしろしばしば来る変更通知等の対応で結構手間がかかっているというのが、実感だ

と思います。 

○ 例えば１０月で転職して勤務先を移った人の特別徴収はどうなるんですか。 

○ 理論上は、退職した企業の方から、退職しましたという届出を出していただいて、さら

に新しく入りましたという届出をいただくことで整合性を取っているというやり方にな

っています。 

○ 現年課税の場合、令和６年の１月１日の自治体が課税することになると思うが、令和６

年中にいなくなった場合、これは追えるのでしょうか。前年課税の場合は、令和６年の実

績を令和７年１月１日時点の自治体が課税するので、若干遅い分だけ追いかけることも

少しは可能性は広がるような気がするんですけども、追いかけられない可能性が、現年課

税の方が増えるということはないのかということに関してあんまり変わらないものなの

か、どうなのかというふうなことを一度お聞きしたかったです。  

○ それはやはり心配しています。賦課期日から精算する場合、１年半のタイムラグがあり

ますから、その間に当然引っ越しをされる方がいるので、追いかけないといけないとは思

います。追いかけられないことはないと思うが、国外に出られる場合もあります。 

 亡くなられる場合もあるというところで、そこはちょっと考えていかないといけない

かなとは思います。 

  あと別の話でいうと、源泉していた企業が源泉をするけど納めないという企業もある
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と思うのですね。特別徴収でも滞納がありますので。そういった企業は、最終的に個人に

課税したときに、どうやって精算するのかと思います。そういった難しさは期間が長けれ

ば長いほど難しいと思うのですけど、追えないことはないと思います。  

○ そうですね。税は税だけで動いているわけじゃなくて、やはり住民票の情報と一定程度

連動はさせていますので、転出・転入の情報は、一定程度はつかんではいますので、そこ

に対して送るということにはなります。 

○ 我々もこの２つの方式だけというふうには思っておりませんので、いろんなやり方や

先ほどからお話のありました、確定申告を間に挟むというやり方で、あくまで仮の徴収で

あって、最後に賦課決定してというのを基本的には考えていましたけども、確定申告とい

う話をどう捉えるかというのも、また１つの論点かなと思います。 

○ 所得税の申告書に関して今は開いたら全部入っているわけじゃなくて、自分で打ち込

んで申告書を作っていくじゃないですか。あれを所得税と同じような仕組みのものを作

って、住民税については、１２月に給与が確定したら自分で書いてくださいねといって、

それで調整するというふうに納税者に、打ち込んでもらい、複数あれば、ちゃんと複数入

れてくださいよということで、もう少し納税者を巻き込んでいいのかなという気もしま

す。 

 

 


